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国際規格に適合した新しい新幹線用早期検知地震計の開発
Development of new EEW seismographs for Shinkansen based on international standards
(IEC-61000, 62236)

佐藤新二 1∗,山本俊六 1,川崎邦弘 1

SATO, Shinji1∗, YAMAMOTO, Shunroku1, Kunihiro Kawasaki1

1 公益財団法人　鉄道総合技術研究所
1Railway Technical Research Institute

1.はじめに
鉄道総研では地震発生時に P波を検知して、列車を停止させる機能を持つ早期検知地震計の研究、開発を行っている。

このシステムでは、地震発生時地震計への供給電源および通信回線が途絶した状況下でも新幹線を停止できるよう地震
計単独処理を採用しているため、一台一台が高い観測精度と信頼性を有する必要がある。地震計の信頼性向上を目的とし
て、鉄道総研では国際規格に適合した地震計製作仕様を策定した（例えば、佐藤：日本地球惑星科学連合 2010年大会）。
今回、世界に先駆けて国際規格に適合した地震計を開発したので、以下その概要を報告する。

2.国際規格に適合した地震計製作仕様
まず鉄道総研が策定した地震計製作仕様について簡単に説明する。新幹線（または鉄道全般）用に限らず地震計は電

源、センサ、GPSなど多くのケーブルが接続されている。これらのケーブルは、強い電磁波を受信するアンテナの役割
をもつため、設置環境によっては、地震観測に支障をきたすケースが考えられる。このような事象の発生を低減するた
め、国際規格 IEC61000および IEC62236シリーズに準じる地震計製作仕様を策定した。地震計製作仕様については、本
仕様では、地震計に接続される全てのケーブルを対象に無線・携帯などの電波（放射電磁界）、静電気・サージなどを直
接あるいは間接的に照射し動作が停止しないことを試験要件に定めている。試験は EMC試験が実施できる第 3者機関で
実施することとし、8つの試験項目全てに合格することを必須条件としている。高い信頼性を保つため、各試験における
電磁波の限度値は、現在の新幹線の地震計動作環境より高い値を設定した。

3.新しい新幹線用早期検知地震計の開発
次に地震計製作仕様に従って地震計を開発し、EMC試験を実施した。試験実施対象となる地震計は、標準タイプ（東

北・上越・北陸、山陽、九州新幹線に導入）、キュービクルタイプ（北陸新幹線に一部導入）の 2種類である。EMC試験
は 2回実施し、第 1回 EMC試験で地震計機構の課題抽出、2回目で EMC対策の実証試験を行った。第 1回目の EMC
試験によって、センサ等のケーブルおよびコネクタ、基板を含む全般的な絶縁処理およびグランドラインを EMC試験対
応にすることが効果的であることが確認された。この際 69MHz付近の無線周波数照射試験中に記録された波形を観察す
ると、断続的に全成分の波形（NS、EW、UD）が一定振幅ずれる特徴的な波形が確認された。ただし、この波形を記録
している状況で、B-Δ法による P波検知は行われずノイズ判定となっており、ソフトウェアによるノイズ識別機構は有
効に動作していることも確認された。
第 1回目の EMC試験で確認された方針をうけて地震計の改修を行い、第 2回目の EMC試験を実施した。その結果、

現在新幹線に関係しているメーカ 2社が EMC試験に合格した。更に今年 2月、EMC対応地震計が鉄道総研に納品され、
現在最終的な動作確認を行っている。今回実施した EMC試験は、早期検知地震計そのものに直接電磁波を照射させる試
験であり、新幹線設備から一定距離離れた対震ハットと呼ばれる観測小屋に設置されている現状を考慮すると、比較的
厳しい条件下での試験といえる。開発された地震計は新幹線の安全に大きく寄与すると考えている。

4.まとめ
本製作仕様書は電磁波に着目した地震観測環境を定義しており、地震観測の基盤技術を国際基準より規定したことに

大きな意味を持つ。また本製作仕様書は、発注者側にとって、国際基準を満たす地震計を使用できるというメリットが
ある。更にメーカにとっても自社の製造技術を証明することにもなり、双方にメリットがあるといえる。昨年の東北地
方太平洋沖地震においては本早期検知地震計を含む新幹線地震防災システムが一定の役割を果たした。今後も新幹線が
安全であるために、地震を正確に検知し、新幹線を制御する早期検知アルゴリズムの精度向上と、地震計ハードウェア
の EMC試験は必要な対応と考える。開発した地震計は、できるだけ早い段階で新幹線に導入されるよう関係各所に働き
かけを行いたいと考えている。

キーワード:早期検知,地震計,新幹線,国際規格, EMC試験
Keywords: Seismograph, Shinkansen, IEC, EMC
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STT59-02 会場:106 時間:5月 21日 14:00-14:15

南極域のFDSN観測点における遠地地震の検知率評価
Evaluation on detectability of teleseismic events by FDSN stations in Antarctica

金尾政紀 1∗

KANAO, Masaki1∗

1 国立極地研究所
1National Institute of Polar Research

Phase identifying procedure for teleseismic events at Syowa Station (69.0S, 39.6E), East Antarctica have been carried out
since 1967 after the IGY period. From the development of INTELSAT telecommunication link, digital waveform data have been
transmitted to NIPR for utilization of phase identification. Arrival times of teleseismic phases, P, PKP, PP, S, SKS have been
reported to USGS, ISC, and published as ”JARE Data Reports”. In this presentation, hypocentral distribution and time varia-
tions for detected earthquakes was studied in 21 year period from 1987 to 2007. Characteristics of detected events, magnitude
dependency, spatial distributions, seasonal variations, together with classification by focal depth are demonstrated. Obtained b
values (Magnitude-number relation factor) for various focal depth groups took in 0.89-1.03 which was comparable with those by
regional arrays and ISC data. Variations in teleseismic detectability in longer terms have possibly associated with meteorological
environment and sea-ice spreading area in terms of global worming. Moreover, several kind of ice signals (sea-ice movement,
tide-crack shocks, ice-berg tremor, basal sliding of ice-sheet) are demonstrating in the vicinity of the Station. Broadband array
deployments, moreover, were carried out on the outcrops around the Lutzow-Holm Bay (LHB). Recorded teleseismic and local
signals have sufficient quality for various analyses of dynamics and structure of the crust and mantle. Teleseismic passive seismic
studies such as receiver functions and shear wave splitting were carried out; indicating heterogeneous structure along the coast
in LHB. The obtained data can be applied not only to lithospheric studies but also to Earths deep interiors, as one of the major
contribution to POLENET during the IPY 2007-2008.

キーワード:昭和基地,遠地地震,検知率,モニタリング観測,グローバル網
Keywords: Syowa Station, teleseismic events, detection capability, monitoring observation, global network

1/1



STT59-03 会場:106 時間:5月 21日 14:15-14:30

気象庁の一元化自動震源高度化に向けた取り組み
Improvement of Automatic Hypocenter Determination in JMA

清本真司 1,溜渕功史 1∗,長岡優 1,森脇健 1,大竹和生 1,中村雅基 1

KIYOMOTO, Masashi1, TAMARIBUCHI, Koji 1∗, NAGAOKA, Yutaka1, Ken Moriwaki1, OHTAKE, Kazuo1, NAKAMURA,
Masaki1

1 気象庁地震火山部
1JMA

震源データを用いて大規模地震の余震活動の推移や余震域の広がり，あるいは群発地震活動の推移等を早期に把握す
ることは，地震災害対策を講じるにあたり極めて有効で，その社会的要請も大きい．気象庁では職員が決定，精査した
震源カタログを一元的に作成しているが，平成 23年 (2011年)東北地方太平洋沖地震の発生後，広範囲で余震活動が極
めて活発となったため，震源カタログの生成に遅れが生じている．
気象庁では昨年 3月末より自動処理によって決定した震源をホームページで公開しており，震源カタログと比較する

と，内陸の浅い地震ではM2.0以上でほぼ 90%以上の決定率である．一方，地震が多発すると，(1)見かけ上のノイズレ
ベル (LTA:長時間平均)の上昇によって STA/LTA(短時間平均と長時間平均の比)によるトリガ検知がしにくくなる，(2)複
数の地震の相をひとつの地震と誤認して震源計算する，などの問題があるため，決定率は 10～30%程度にまで低下する．
このように，大規模地震の余震活動の推移把握を的確に行うためには，広範囲で地震が多発しても処理可能な自動処理
手法の開発が急務である．これについて，気象庁では様々な手法を検討しており，その検討状況について紹介する．
まず，地震多発時のトリガ検知・相検測については，STA/LTAによるトリガ検知だけでなく，常時 (例えば 1秒毎に)AR-

AIC 法による検測処理を行うことで，トリガによらない相検出を行うことにした．この手法を用いることで，地震動以
外による波形の不連続点も多く検出する一方，多発時においても，比較的多くの相を正しく検測することができる．
次に，複数の地震の相が混じった状態からの適切な震源の分離については，パーティクルフィルタを用いた手法 [山田

(2011)]，パターン認識を応用した手法 [束田・大竹 (2001)]が提案されている．いずれの手法も空間的に広い余震域に対
しても適用可能な手法であり，東北地方太平洋沖地震の余震等への適用及び検証を行っている．
その他，群発地震など，空間的に狭い範囲で発生する地震については，スタッキング手法 [酒井 (1998)，溜渕・他 (2011)]

や走査型地震検出法 [中川・平田 (2000)]が提案されており，特に伊豆東部の地震活動など群発的な活動が予測される領
域では，スタッキング手法を用いた自動震源を既に気象庁ホームページで公開している．さらに，低周波微動の監視に
ついては，エンベロープ相関法 [Obara (2002)]によるイベント検知を一部で行っており，さらに高度な処理の実現に向け
て検討を進めている．
参考文献:
中川・平田, 2000,日本地震学会 2000年秋季大会予稿集, 144.
Obara, 2002, Science, 296, 1679-1681.
酒井, 1998,日本地震学会 1998年秋季大会予稿集, 140.
溜渕・他, 2011,連合 2011年大会, STT055-P03.
束田・大竹, 2001,地震 2, 53, 273-280.
山田, 2011,地震研研究集会「地震動の瞬時解析と直前予測」.

キーワード:自動処理,パーティクルフィルタ,パターン認識,走査型地震検出法,エンベロープ相関法
Keywords: automatic hypocenter determination, particle filter, pattern matching, scanning method, envelope correlation method
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STT59-04 会場:106 時間:5月 21日 14:30-14:45

表層風の影響を考慮にいれた広帯域火震計システムの開発
Designing a martian broadband seismometer system under surface wind environment.

西川泰弘 1∗,栗田敬 1,新谷昌人 1

NISHIKAWA, yasuhiro1∗, KURITA, Kei1, ARAYA, Akito 1

1 東京大学地震研究所
1Earthquake Research Institute, The university of Tokyo

火星の表層は高解像度の撮像などによって、多くのデータが集められている。一方で、火星の内部構造は平均密度、
慣性モーメント、重力データといった情報から推測されている。地震計による地動観測の主な目的は惑星内部の地震波
速度構造を知ることである。内部構造の情報を用いることで惑星内部の物質の分化プロセスを含む惑星進化について新
たな知見を得ることが出来る。しかしながら技術的な問題から、火星の地震解析は行われておらず、そのため現在の火
星の内部構造は間接的かつ不十分な情報による推測で決定されている。日本が 2020年代に打ち上げを予定している火
星探査計画MELOS projectに、高感度かつ広帯域の地震計による火星の内部構造探査案が含まれている。この内部構造
探査案は火星の惑星自由振動を一点で観測し、火星内部の一次元地震波速度構造を決定することを目的としている。本
研究の目的は、火星の惑星自由振動が内部構造、特にコアの状態を反映しているかを確かめること、ノイズ対策として
表層風影響を効率よく軽減する風よけを設計することである。いくつかの内部構造モデルを用いて火星の惑星自由振動
を計算し、内部構造が火星の惑星自由振動の周期に反映されていることを確かめ、また表層風の対策として風洞試験と
数値流体シミュレーションを用いることでトルクの小さい風よけを設計した。

キーワード:火星,広帯域地震計,内部構造,風よけ,惑星自由振動, CFD
Keywords: Mars, broadband seismometer, internal structure, wind shelter, planetary free oscillations, CFD
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STT59-05 会場:106 時間:5月 21日 14:45-15:00

スロー地震観測のための長周期加速度計の開発
Design of a broadband accelerometer for the observation of slow earthquakes

出口雄大 1∗,新谷昌人 1

DEGUCHI, Takehiro1∗, ARAYA, Akito 1

1 東大・地震研
1ERI, Univ. Tokyo

低周波微動、超低周波地震、短期的・長期的スロースリップといったスロー地震には、モーメントと継続時間が比例
するというスケーリング則があることが知られている（Ide et al, 2007）。このスケーリング則から予測されるスロー地震
で、特徴的な継続時間が 10秒程度のものと 103 から 104 秒程度のものは観測の報告がされていない。このうち 10秒程
度の方は脈動の影響により観測が困難であると考えられる。一方、103から 104秒程度のスロー地震は、工夫することに
より観測が可能ではないかと考えている。このような継続時間のスロー地震を捉えることを主な目的として、長周期加
速度計の開発を検討している。スロー地震から予測される地面の加速度スペクトルや歪スペクトルを弾性体の力学の理
論に基づいて計算し、観測機器のノイズや地面振動のノイズと比較することにより、観測が可能かどうか考察する。さ
らに、通常の手法では観測が困難であると考えられるので、スロー地震の特徴に適した観測方法を提案したいと考えて
いる。また、そのような観測方法に特化した長周期加速度計の設計の概要を報告する。

キーワード:加速度計,スロー地震
Keywords: accelerometer, slow earthquake
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STT59-P01 会場:コンベンションホール 時間:5月 21日 15:30-17:00

市販 ICレコーダーを用いた地震波形データ収録実験
An experiment of seismic waveform recording by using ready-made IC recorders

勝俣啓 1∗,岡山宗夫 1

KATSUMATA, Kei 1∗, Muneo Okayama1

1 北大・地震火山センター
1Hokkaido University

限られた予算の中で地震観測点密度を大幅に高めるためには、できるだけ低価格の地震観測装置を開発する必要があ
る。本研究では P波初動の押し引きによる震源メカニズム解の決定やコーダ波解析を想定し、機能および性能を最小限
に抑えたシステムを提案する。地震計本体は上下動 1成分として、地震探査用の安価な地震計を用いる。データロガー
は市販されている ICレコーダーを利用し、GPS時計等による時刻校正は行わない。市販の ICレコーダーは音声録音専
用なので実際に地震波形を記録できるのか周波数特性や消費電力を調査するための試験観測を行った。オリンパス社製
Voice-Trek V-75と SONY社製 ICD-UX512の 2種類の ICレコーダーを比較した。上下動地震計 (CDJ-Z10)は、固有周波
数 10Hz、感度 2.8V/cm/s、1台約 1万円の中国製品で、ICレコーダーのマイク端子に簡単なローパスフィルターを通し
てから接続した。ICD-UX512は、電源電圧 1.5V、長時間記録モードでのサンプリング周波数 8000Hz、内部メモリ 2GB
に約 536時間の連続録音が可能である。音声波形は MP3形式で保存されるので、フリーソフト mpg123を用いてWAV
形式に変換および 400Hzでリサンプリングした後、フリーソフト soxを用いて数値テキストデータを得た。ICD-UX512
の仕様書には、記録可能周波数は 60～3400Hzと記載されているが、10Hz程度の近地地震の波形も十分記録可能である
ことを確認した。

キーワード: ICレコーダー,地震観測,地震計,データロガー
Keywords: IC recorder, seismic observation, seismometer, datalogger
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STT59-P02 会場:コンベンションホール 時間:5月 21日 15:30-17:00

小型高感度傾斜計の開発 2
Compact and highly sensitive tiltmeter 2

高森昭光 1∗, Alessandro Bertolini2, Riccardo DeSalvo3,金沢敏彦 1,篠原雅尚 1,新谷昌人 1

TAKAMORI, Akiteru1∗, BERTOLINI, Alessandro2, DESALVO, Riccardo3, KANAZAWA, Toshihiko1, SHINOHARA, Masanao1,
ARAYA, Akito 1

1 東京大学地震研究所, 2NIKHEF, 3University of Sannio
1ERI, University of Tokyo,2NIKHEF, 3University of Sannio

開発中の小型高感度傾斜計について、装置の概要とボアホールでの試験観測結果を報告する。

キーワード:傾斜計,折りたたみ振子,光検出,海底,ボアホール
Keywords: tiltmeter, folded pendulum, optical transducer, ocean bottom, borehole
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STT59-P03 会場:コンベンションホール 時間:5月 21日 15:30-17:00

気象庁における自動Wphase解析の導入および自動CMT解析の高度化
Beginning of automatic Wphase analysis and Improvements of automatic CMT analysis
in JMA

碓井勇二 1∗,山内　崇彦 1

USUI, Yuji1∗, YAMAUCHI Takahiko1

1 気象庁地震火山部
1Seismological and Volcanological Department, Japan Meteorological Agency

１．早期Mw 推定の課題
気象庁では 2007年 7月から自動 CMT解析の結果を利用し、津波警報・注意報の更新に利用している。自動 CMT解

析では、緊急作業により決定された震源位置を初期値として地震発生時から 10分間のデータを用いて解析を行い、地震
発生から約 15分後に解析結果（メカニズム解とモーメントマグニチュード）を出力する。解析には全国に整備した広帯
域地震計（STS-2地震計）、および（独）防災科学技術研究所の F-netのデータを用いている。解析結果のうち精度の良
いものは、気象庁 HPで一般にも公開している。
アドレス：http://www.seisvol.kishou.go.jp/auto/mech/top.html
一方、東北地方太平洋沖地震では国内のほぼ全ての広帯域地震計が振り切れてしまったため、自動によるCMT解析が

できず海外のデータを用いた CMT解析を行うことになった。巨大な地震でも安定して迅速に CMT解析を行うこと、ま
た、解析に要する時間のさらなる短縮が技術的な課題のひとつとなった。

２．対応
これらの課題について次の対応を施した。
・Wphase解析の自動化
・速度型強震計を用いた CMT解析の導入
　 kanamori et al.（2008）によるWphase解析は、より長周期（例えば 200～1000秒）のデータを用いることで、CMT

解析と同等の結果を短時間で求める手法である。気象庁ではこのWphase解析を自動で処理する手法を導入した。自動
Wphase解析では地震発生から 5分間までの広帯域地震計のデータを用いて解析することにより、地震発生から約 6分後
には精度の良いMw の推定を行うことができる。この時、震源は緊急作業による震源に固定している。震源の最適位置
を求めるためにはグリッドサーチを行う必要があり、さらに約１分間の計算時間が必要となる。
　（独）防災科学技術研究所の F-netには、通常の広帯域地震計に加え速度型強震計も併設している。この地震計の

データを用いて東北地方太平洋沖地震の本震、およびM7を超える大きな余震について CMT解析を行った。計算条件と
しては、バンドパスフィルターは 83～333秒、震央距離 500～1200kmの観測点を用いた。その結果、自動でも精度の良
い解析ができることを確認した。

３．自動 CMT解析および自動Wphase解析の高度化と今後の課題
これまでの自動 CMT解析では、解析の初期値としている震源（破壊開始点）とセントロイドが大きく離れていると

（例えば 100km以上）、精度の良い解析はできないことが明らかとなった。このようなことは、南海トラフで発生する大
地震では十分に想定できることである。これに対応するため、初期値をグリッドサーチで決定した後にCMT解析を行う
手法の開発を進めている。初期値の課題は自動Wphase解析でも同様であり、今後はWphase解析でも何らかの対応が必
要である。

CMT解析でもWphase解析でも地震の規模が大きくなるほど解析が難しくなる。一方、防災の観点からは規模の大き
な地震ほど確実に解析ができなくてはいけない。今後は規模の大きな地震について様々なパターンのシミュレーション
波形を作成し、自動処理の確実な動作を確認していくことが重要と考える。

謝辞
自動 CMT解析、自動Wphase解析では、（独）防災科学技術研究所のデータも利用した。
Wphase解析のプログラムは金森博士らに提供して頂いた。
ここに記して感謝する。

キーワード: Wphase解析, CMT解析,メカニズム解析,モーメントマグニチュード,自動処理
Keywords: Wphase analysis, CMT analysis, mechanism analysis, moment magnitude, automatic processing
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全国ひずみ傾斜データの流通一元化と公開
Crustal deformation data is available via WWW server in real-time

高橋浩晃 1∗,山口照寛 1,中尾茂 2,松島健 3,加納靖之 4,山崎健一 4,寺石眞弘 4,伊藤武男 5,鷺谷威 5,大久保慎人 6,
浅井康広 6,原田昌武 7,本多亮 7,加藤照之 8,三浦哲 8,横田　崇 9,勝間田明男 9,小林昭夫 9,吉田康宏 9,木村一洋 9,
太田雄策 10,田村良明 12,柴田智郎 11

TAKAHASHI, Hiroaki1∗, Teruhiro Yamaguchi1, NAKAO, Shigeru2, MATSUSHIMA, Takeshi3, KANO, Yasuyuki4, YAMAZAKI,
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HONDA, Ryou7, KATO, Teruyuki8, MIURA, Satoshi8, Takashi Yokota9, KATSUMATA, Akio 9, KOBAYASHI, Akio9, YOSHIDA,
Yasuhiro9, KIMURA, Kazuhiro9, OHTA, Yusaku10, TAMURA, Yoshiaki12, SHIBATA, Tomo11
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古屋大学大学院環境学研究科, 6財団法人地震予知総合研究振興会東濃地震科学研究所, 7神奈川県温泉地学研究所, 8東京
大学地震研究所, 9気象庁気象研究所, 10東北大学大学院理学研究科, 11大学共同利用機関法人自然科学研究機構国立天文
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全国の各機関により運用されているひずみ計や傾斜計をはじめとした地殻変動連続観測関係データのリアルタイム全
国流通一元化がなされ，研究者へのデータ公開がこの 3月より開始されたので報告する．以下のホームページでデータ
の閲覧やダウンロードが可能となっておりアクセスして頂きたい．なお，利用にはユーザー登録が必要であるが，これ
も以下のページより申し込みが可能である．多くの方々に積極的に利用をして頂くとともに，より良いシステムにする
ためのご意見を頂きたい．

http://crust-db.sci.hokudai.ac.jp/db/login.php
　ひずみ計は数 Hzから DC帯域までフラットな応答特性のため地震計のように計器特性の補正を行う必要なく，長期

にわたる地殻変動から地震動の帯域までを同じセンサーで観測可能である．観測値は物理値そのものであるため，データ
を前処理なしにそのまま利用可能でありリアルタイム性に優れている．降水や気圧の変化による地殻応答までも記録す
る高感度のセンサーであるとともに，機械的振り切れがなく，地震の場合には強震動帯域から津波地震のようなゆっく
りとした変動も同じセンサーで観測可能である．このように，ひずみ計は地震動や地殻変動の観測において優れた計器
特性を持っているにも関わらず，地震学をはじめとする地球科学分野や，地震津波防災分野において，そのデータを用
いた研究や監視が充分に行われてきたとは言い難い．その理由として，データが統一的に流通されておらず，一般ユー
ザーがそれを利用することが困難だったことが挙げられる．
　我々は，全国の地殻変動連続観測を実施している機関に呼びかけ「地震および火山噴火予知のための観測研究計画」

の予算によりデータのリアルタイム流通と一元化を行うスキームを実現した．観測点で取得されたデータは各機関のデー
タセンターへ伝送された後，リアルタイム全国地震観測波形データ交換システム（JDXnet）（鷹野ほか，2005）を通じて
全国の関係機関へ winパケット（卜部，1992）の形で流通している．この JDXnetへ接続している機関では，チャンネル
テーブル情報により全国のデータパケットをリアルタイムで受信することが可能である．
　流通しているデータを一元的に収集するとともに，利用者に対してデータの提供や簡易解析などの便宜をはかるた

めに，地殻変動データベースソフトウエアを独自に開発した（山口ほか，2010）．このソフトウエアは，Webベースで
サーバーにアクセスする方式のため，ネット環境さえあれば世界中どこからでも利用可能である．このデータベースに
は，利用者がデータを閲覧しつつ簡易解析やデータダウンロードまでを行えるよう以下のような機能が実装されている．
基本となる描画機能であるが，地殻変動連続観測データは地震波形と違い，非常に長期の変動を俯瞰する必要がある．こ
のため，データ収録時に元サンプリングデータのほかに 1分や 1時間といった長時間平均データをリサンプリングによ
り作成しておき，数分のウインドウには 100Hzデータを，数年のような長期のデータには 1時間サンプリングデータを
利用するなどして最適化を図っている．また，地殻変動連続観測データによく見られる「とび」やドリフトを補正する
機能や，任意のパラメータでフィルタリングできる機能，潮汐解析（Tamura et al., 1991），スペクトル，主ひずみ解析，
動的ひずみ解析（大久保，2005）などの機能も実装されている．
　このシステムは winフォーマットのデータになっていればあらゆる時系列データの収録が可能である．現在は水位・

気圧・重力などのデータも同じプラットホーム上で収録されている．また，地震波形のデータも収録可能であり，地震
波形の振幅の積算値や絶対値を表示する機能も付加されていて火山性微動の消長をモニターすることに活用されている．
　データの利用の条件は大学の地震波形データ利用の規約とほぼ同じであり，個人的にデータの閲覧をしたり，ダウン

ロードして試験解析を行うには許可は必要としない．しかし，学会や論文発表などを行う場合には，事前に観測を行っ
ている機関への申請と協議が必要である．
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GreenLand Ice Sheet monitoring Network (GLISN)による氷床での広帯域地震観測
Broadband seismic observation on the Greenland ice sheet

坪井誠司 1∗,金尾政紀 2,東野陽子 1,姫野哲人 3,豊国源知 4

TSUBOI, Seiji1∗, Kanao, Masaki2, Tono, Yoko1, Himeno, Tetsuto3, TOYOKUNI, Genti4

1 海洋研究開発機構, 2 極地研究所, 3 情報システム研究機構, 4 東北大学
1JAMSTEC,2NIPR,3ROIS,4Tohoku University

「グリーンランド氷床の地震モニタリング観測計画GLISN (The GreenLand Ice Sheet monitoring Network)」は、グリー
ンランド氷河地震を継続的に観測する目的で、多国間の国際共同により組織されたプロジェクトである。グリーンラン
ド氷床およびその縁辺部では、氷河の流出に伴うと考えられる氷河地震が観測されている。最近の報告では（たとえば
Ekstrom, 2006)、21世紀に入り氷河地震の発生頻度が増大したことが示唆されている。GLISN計画では、その地理的位
置から観測が困難であるグリーンランドに国際協力により地震観測点を設置し、既存の地震観測網のデータを FDSNを
通じて共有することにより、氷河地震の活動度と発生メカニズムを明らかにすることを目指している。我が国からは、国
立極地研究所と独立行政法人海洋研究開発機構の研究者が GLISN計画へ参画している。2011年にはグリーンランド氷
床上の ICE-S観測点を IRIS PASCAL計画と協力して設置した。広帯域地震計は極域仕様の CMG-3T、データロガーは
Quanterra Q380である。地震計は氷床に掘削した深さ 1mの穴の中にケーシングに入れて設置した。電源は太陽電池を用
い、データは衛星電話によりリアルタイムで IRIS DMCに伝送されている。今後、年 1回程度設置状況の確認とデータ
回収のために現地への訪問を予定している。

キーワード:氷河地震,広帯域地震観測, GLISN
Keywords: icequake, broadband seismic observation, GLISN
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